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○茅野市中小企業振興条例施行規則 

平成19年３月29日 

規則第13号 

改正 平成19年９月28日規則第25号 

平成20年11月27日規則第28号 

平成21年３月30日規則第８号 

平成22年３月30日規則第12号 

平成23年３月29日規則第11号 

平成23年４月４日規則第15号 

平成24年３月29日規則第12号 

平成25年３月28日規則第16号 

平成26年３月28日規則第12号 

平成27年３月30日規則第17号 

平成28年３月29日規則第15号 

平成29年３月30日規則第９号 

平成30年３月29日規則第９号 

平成31年３月29日規則第12号 

令和２年３月４日規則第１号 

令和２年３月27日規則第13号 

令和２年４月13日規則第18号 

令和２年８月25日規則第23号 

令和３年３月29日規則第７号 

令和３年５月28日規則第16号 

令和４年３月29日規則第10号 

令和５年３月29日規則第20号 

令和６年３月28日規則第15号 

茅野市中小企業振興条例施行規則（昭和53年茅野市規則第５号）の全部を改正する。 

目次 

第１節 総則（第１条・第２条） 

第２節 補助（第３条―第14条） 

第３節 制度融資のあっせん（第15条―第27条） 

第４節 補則（第28条） 

附則 

第１節 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、茅野市中小企業振興条例（平成19年茅野市条例第10号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、「小規模企業者」とは、中小企業信用保険法（昭和25年法律

第264号）第２条第３項第１号から第５号まで及び第７号に規定する者をいう。 
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２ 条例第２条第２号に規定する市長が認める団体は、３以上の中小企業者で構成する団

体をいう。ただし、条例第３条第３号、第４号及び第６号の事業にあっては、おおむね

20以上の中小企業者で構成する団体をいう。 

３ 条例第２条第７号に規定する市長が認める地域は、同条第９号に規定する工場用敷地

及び農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律第58号）に基づく農業振興地域内

の農用地以外の地域をいう。 

第２節 補助 

（施設又は工場の設置区域） 

第３条 条例第４条の規定による施設及び工場は、市内に設置された場合とする。 

（商店街共同施設） 

第４条 条例第４条第３号の規則で定める施設は、次に掲げるものとする。 

(1) 街路灯（同一規格で10基以上設置するもの） 

(2) 広告灯、アーチ、アーケード、モニュメント及び防犯カメラ 

(3) インターロッキング等による舗装 

(4) 無料駐車場（一般客の利用に供するもので、15台以上駐車できるもの） 

(5) その他市長が必要と認めたもの 

（コミュニティ施設） 

第５条 条例第４条第４号の規則で定めるコミュニティ施設は、次に掲げるものとする。 

(1) ギャラリー 

(2) 多目的ホール 

(3) フリーマーケット用スペース 

(4) 交流スペース 

(5) その他市長が必要と認めたもの 

（空き工場等を活用した工場設置の対象としない売買又は賃貸） 

第５条の２ 条例第４条第７号ウ及びエの規則で定める場合は、次に掲げるとおりとす

る。 

(1) 空き工場等の売主又は貸主である法人の代表者が、買主又は借主である場合 

(2) 空き工場等の売主又は貸主である個人が、買主又は借主である法人の代表者であ

る場合 

(3) 空き工場等の売主又は貸主である法人の代表者が、買主又は借主である法人の代

表者と同一人である場合 

(4) 会社法（平成17年法律第86号）第２条第４号に規定する親会社（以下単に「親会

社」という。）と当該親会社の同条第３号に規定する子会社（以下単に「子会社」と

いう。）又は同一の親会社の子会社同士の間の売買又は賃貸の場合 

（住居部分に係る額） 

第５条の３ 条例第４条第８号の規則で定める額は、事業費を観光施設の面積と住居部分

の面積で按分した住居部分の額とする。この場合において、観光施設と住居部分の区分

が明確でない部分は、住居部分とみなす。 

（従業員福利厚生施設） 

第６条 条例第４条第９号ウの規則で定める施設は、次に掲げるものとする。 



3/40 

(1) 宿舎 

(2) 体育館 

(3) 更衣室 

(4) 休憩室 

(5) 食堂 

(6) 浴場 

(7) 図書館 

(8) 講堂 

(9) 娯楽室 

(10) 運動場 

(11) 保養施設 

(12) その他市長が認める施設 

（補助対象経費等） 

第７条 条例第３条第１号から第６号まで及び第９号に規定する事業に対する補助金の交

付対象となる経費、補助率及び補助限度額は別表第１のとおりとし、国又は県の補助を

受けた額は対象経費から除く。 

第８条 条例第３条第７号及び第８号に規定する事業に対する補助金の交付対象となる経

費、補助期間、補助率及び補助限度額は別表第２のとおりとし、国又は県の補助を受け

た額は対象経費から除く。ただし、土地に対する補助は、次に掲げる場合であって、か

つ、次条第４項に規定する補助期間の１年目の交付申請時において、所有権移転等の登

記終了後３年度以内のものに限る。 

(1) 市内に既に立地している工場が公共事業又は用途地域の指定若しくは環境保全上

移転を余儀なくされる工場であって、企業主が自ら進んで工場用敷地に移転し、又は

市が工場用敷地への誘導を図った場合 

(2) 市内に工場を設置していない中小企業者等が、市の誘致により特定地域内に新た

に工場を設置した場合 

(3) 現に事業を営んでいない者が、市内において中小企業者等として新たに起業し、

特定地域内に工場を設置した場合 

(4) 市内の特定地域内に既に工場を設置している者が、工場用敷地を取得し、当該敷

地に工場を増設した場合 

(5) 観光施設を設置しようとする者が、敷地を取得し、当該敷地に観光施設を新築

し、又は増改築した場合 

（補助金の交付申請） 

第９条 条例第３条の規定による補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」とい

う。）は、中小企業振興補助金交付申請書（様式第１号、第１号の２又は第１号の３。

以下「交付申請書」という。）に事業計画書（様式第２号、第２号の２、第２号の３）

を添えて市長に提出するものとする。 

２ 条例第３条第７号（市外業者による空き工場等を活用した工場設置の場合及び市内業

者による空き工場等を活用した工場設置の場合を除く。）及び第８号に該当する事業の

補助金の交付申請は、建物の所有権移転等の登記が終了しており、かつ、固定資産の評
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価額確定後でなければすることができない。 

３ 条例第３条第７号（市外業者による空き工場等を活用した工場設置の場合及び市内業

者による空き工場等を活用した工場設置の場合に限る。）に該当する事業の補助金の交

付申請は、建物の所有権移転等の登記終了後又は賃貸借契約締結後、当該工場の操業を

開始して１年を経過しなければすることができない。 

４ 前２項の事業に係る補助金は、建物の所有権移転等の登記終了後又は賃貸借契約締結

後３年度以内に補助期間の１年目の交付申請をしなければならないものとし、補助期間

中毎年度交付申請をしなければならない。ただし、土地又は建物の取得又は賃借を伴わ

ずに償却資産のみを増加した場合は、当該償却資産の評価額確定後１年度以内に補助期

間の１年目の交付申請をしなければならない。 

５ 第１項の交付申請書には、別表第３に掲げる書類を添付しなければならない。ただ

し、市長が必要でないと認めたものは省略することができる。 

（補助の決定） 

第10条 市長は、前条の交付申請書を受理したときは、内容を審査し、必要に応じ茅野市

中小企業振興審議会の意見を聴き、交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、中小企業振興補助金交付

決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（変更等の届出） 

第11条 補助金の交付決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当したときは、直ちに

中小企業振興補助事業変更届（様式第４号）を市長に提出するものとする。 

(1) 交付申請書の記載内容に変更を生じたとき。 

(2) 当該事業を中止し、又は廃止したとき。 

（実績報告） 

第12条 補助金の交付決定を受けた者のうち、条例第３条第１号から第６号まで及び第９

号の補助対象事業が完了したときは、中小企業振興補助金実績報告書（様式第５号。以

下「実績報告書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書には、補助事業実績書（様式第６号、第６号の２又は第６号の３）

のほか、別表第４に掲げる書類を添付しなければならない。 

（額の確定） 

第13条 市長は、前条の実績報告書の受理後、内容の審査及び現地調査等により補助金の

額を確定し、中小企業振興補助金確定通知書（様式第７号）により、申請者に通知する

ものとする。 

（補助金の交付） 

第14条 申請者は、前条の規定による中小企業振興補助金確定通知書又は第10条第２項の

規定による中小企業振興補助金交付決定通知書（条例第３条第７号及び第８号に該当す

る事業に限る。）を受けた後、速やかに中小企業振興補助金請求書（様式第８号）を市

長に提出するものとする。 

第３節 制度融資のあっせん 

（制度融資の種類） 

第15条 条例第７条の規定により行う融資（以下「制度融資」という。）の種類は、次の
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とおりとする。 

(1) 一般資金 

(2) 小口資金 

(3) 開業資金 

(4) 公共事業関連資金 

(5) 商店街近代化資金 

(6) 公害防止施設整備資金 

(7) 経営安定資金 

(8) 経営安定借換資金 

（制度融資の対象） 

第16条 制度融資を利用することのできる者は、中小企業信用保険法施行令（昭和25年政

令第350号）第１条に規定する業種（以下「対象業種」という。）を市内において１年

以上継続して同一事業を営んでいる中小企業者等であり、法人にあっては事業所（登記

簿上の本店又は支店をいう。）を、個人にあっては住所を１年以上市内に有しているも

のとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、制度融資を利用することはで

きない。 

(1) 市税（国民健康保険税を含む。以下同じ。）滞納者及び市税未申告者 

(2) 金融機関から取引停止の処分を受けている者 

(3) 長野県信用保証協会（以下「保証協会」という。）が行った代位弁済に対する債

務の履行が完了していない者 

(4) 許認可を要する業種について、これを受けていない者 

(5) 制度融資を不正に利用したことのある者 

(6) その他市長が適当でないと認める者 

２ 前項本文の規定にかかわらず、開業資金を利用できる者は、次のとおりとする。 

(1) 個人にあっては、対象業種を市内において開業しようとし、又は開業してから１

年に満たない者で、住所を市内に有しているもの 

(2) 法人にあっては、対象業種を市内において開業しようとし、又は開業してから１

年に満たない者で、事業所（登記簿上の本店又は支店をいう。）の所在地が市内にあ

るもの 

（制度融資の貸付対象者、資金使途等） 

第17条 制度融資の貸付対象者、資金使途及び貸付条件は、別表第５のとおりとする。 

（制度融資のあっせんの制限） 

第18条 市長は、第15条各号に掲げる資金（一般資金、小口資金、開業資金及び経営安定

資金を除く。）のうち、同一の資金にあっては、複数の使途に対して重複してあっせん

しないものとする。 

２ 貸付を受けた資金（一般資金、小口資金、経営安定資金及び経営安定借換資金を除

く。）と同一の資金は、当該貸付金の返済を完了した日の翌日以降でなければあっせん

しないものとする。 

（制度融資の申込） 

第19条 制度融資のあっせんを受けようとする者（以下「申込者」という。）は、融資あ



6/40 

っせん申込書（様式第９号。以下「申込書」という。）に次の書類を添えて、市長に提

出するものとする。 

(1) 最近の決算書及び試算表 

(2) 市税の納税証明書 

(3) 許可証等の写し（許可等を有する業種に限る。） 

(4) 設計設備計画図及び見積書並びにカタログ等（設備資金に限る。） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（制度融資の決定） 

第20条 市長は、制度融資の申込書を受理した場合は、その内容を審査し、あっせんすべ

きものと決定したときは、速やかにその旨を金融機関及び保証協会に通知するものとす

る。 

２ 金融機関及び保証協会は、前項の規定によるあっせんの通知を受けたときは、相互に

協議し、金融機関はその結果を直ちに申込者に通知するものとする。 

３ 前項の規定による協議の結果、承諾の決定をしたときは保証協会が、不承諾の決定を

したときは金融機関又は保証協会がその内容を市長に通知するものとする。 

第21条 削除 

（設備完了届） 

第22条 制度融資決定者は、制度融資の対象設備の設置を完了したときは、速やかに設備

完了届（様式第10号）を市長に提出するものとする。 

（預託の期間等） 

第23条 条例第７条第２項に規定する預託の期間は１年以内とし、預託額等は金融機関と

協議して定めるものとする。 

（保証料の補助） 

第24条 条例第８条第１号に規定する信用保証料の補助額は、別表第６に定める額とす

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、長野県が定める中小企業融資規程（平成26年３月24日付け

25経第213号）の規定に基づき融資あっせんを受けた者に対する信用保証料の補助額

は、長野県が負担した額と同額とする。 

３ 市長は、第１項及び前項の補助金は、制度融資決定者に代え保証協会に交付するもの

とする。 

（保証料の返還） 

第25条 市長は、補助金を交付した保証債務に早期完済又は返済条件の変更による保証期

間の短縮があったときは、既に交付した補助金の一部を保証協会から返還させるものと

する。 

（利子の補助） 

第26条 条例第８条第２号に規定する制度融資に係る利子の補助額は、別表第７に定める

補助内容を基に算出した範囲内とし、現に金融機関に支払った額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、長野県が定める中小企業融資規程の規定に基づき融資あっ

せんを受けた者に係る利子の補助額は、別表第８に定める補助内容を基に算出した範囲

内とし、現に金融機関に支払った額とする。 
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３ 制度融資決定者が前２項に規定する利子の補助を受けようとする場合は、利子補助申

請書（様式第11号）に金融機関が証明した利子支払証明書（様式第12号）を添付し、市

長が指定する日までに市長に提出するものとする。 

４ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査し、利子補助の可否を決定する

ものとする。 

５ 市長は、前項の決定をしたときには、利子補助決定書（様式第13号）により当該制度

融資決定者に通知するものとする。 

（協議会） 

第27条 この規則に基づく制度融資の円滑な運用を図るため、茅野市制度融資協議会（以

下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会の委員は、次に掲げる組織内から市長が委嘱し、又は任命するものとし、委員

の任期は、委嘱又は任命した際の当該役職の在任期間とする。 

(1) 金融機関 ４人 

(2) 保証協会 １人 

(3) 茅野市議会 １人 

(4) 茅野商工会議所 １人 

(5) 茅野市職員 ２人 

３ 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 

４ 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

５ 協議会の委員は、やむを得ない場合は、委員に適すると思われる者を代理人として出

席させることができるものとする。ただし、第２項第３号に掲げる委員を除く。 

第４節 補則 

（補則） 

第28条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に補助又は制度融資を受けている者については、なお従前の例

による。 

３ この規則の施行の際改正前の茅野市中小企業振興条例施行規則第24条の規定により委

嘱し、又は任命された委員は、改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則第26条の規定

により委嘱し、又は任命された委員とみなす。 

附 則（平成19年９月28日規則第25号） 

この規則は、平成19年10月１日から施行する。 

附 則（平成20年11月27日規則第28号） 

改正 平成22年３月30日規則第12号 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年12月１日から施行する。 

（特別経営対策資金に係る規定の失効） 
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２ この規則による改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則第15条、別表第５及び別表

第６中特別経営対策資金に係る規定については、平成23年３月31日限り、その効力を失

う。 

附 則（平成21年３月30日規則第８号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成21年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第６の規定は、施行日以後の融資あっせんの申込みから適用し、施行日

前において、現に制度融資を受けている者については、なお従前の例による。 

附 則（平成22年３月30日規則第12号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成23年３月29日規則第11号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成23年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第６の規定は、施行日以後の融資のあっせんの申込みから適用し、施行

日前において、現に制度融資を受けている者については、なお従前の例による。 

附 則（平成23年４月４日規則第15号） 

改正 平成24年３月29日規則第12号 

平成25年３月28日規則第16号 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（緊急震災対策資金に係る規定の失効） 

２ この規則による改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則第15条、別表第５及び別表

第６中緊急震災対策資金に係る規定については、平成25年３月31日限り、その効力を失

う。ただし、平成25年３月31日以前に現に制度融資を受けている者における別表第６の

規定の適用については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年３月29日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条中別表第６の改正規定は、平成

24年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（適用） 

２ 第１条中第20条の次に１条を加える改正規定は、平成23年６月１日以降に保証の申込

みをした制度融資の決定分から適用する。 

（経過措置） 

３ 改正後の別表第６の規定は、施行日以後の融資あっせんの申込みから適用し、施行日

前において、現に制度融資を受けている者については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年３月28日規則第16号） 

改正 平成26年３月28日規則第12号 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の日か

ら施行する。 

（特別借換資金に係る規定の失効） 

２ この規則による改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則第15条及び別表第５中特別

借換資金に係る規定については、平成28年３月31日限り、その効力を失う。 

附 則（平成26年３月28日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第１条中別表第５及び別表第６の改正

規定は、平成26年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第５及び別表第６の規定は、施行日以後の融資あっせんの申込みから適

用し、施行日前において、現に制度融資を受けている者については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成27年３月30日規則第17号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第６の規定は、施行日以後の融資あっせんの申込みから適用し、施行日

前において、現に融資あっせんの申込みをしている者については、なお従前の例によ

る。 

附 則（平成28年３月29日規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の別表第５、別表第６及び別表第７の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資あっせんの申込みをしている者について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成29年３月30日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成29年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（平成30年３月29日規則第９号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の補助金の交付申請

及び融資あっせんの申込みから適用し、施行日前において、現に補助金の交付申請及び
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融資のあっせんの申込みをしている者については、なお従前の例による。 

附 則（平成31年３月29日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成31年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年３月４日規則第１号） 

改正 令和２年８月25日規則第23号 

令和３年３月29日規則第７号 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月27日規則第13号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和２年４月13日規則第18号） 

改正 令和２年８月25日規則第23号 

令和３年３月29日規則第７号 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年８月25日規則第23号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただし、

附則第３項及び第４項の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

（茅野市中小企業振興条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正） 

３ 茅野市中小企業振興条例施行規則の一部を改正する規則（令和２年茅野市規則第１

号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

（茅野市中小企業振興条例施行規則の一部を改正する規則の一部改正） 

４ 茅野市中小企業振興条例施行規則の一部を改正する規則（令和２年茅野市規則第18

号）の一部を次のように改正する。 
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〔次のよう〕略 

附 則（令和３年５月28日規則第16号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和３年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に存するこの規則による改正前の様式による用紙は、当分の

間、これを取り繕い使用することができる。 

附 則（令和４年３月29日規則第10号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和５年３月29日規則第20号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

附 則（令和６年３月28日規則第15号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の茅野市中小企業振興条例施行規則の規定は、施行日以後の融資あっせんの申

込みから適用し、施行日前において、現に融資のあっせんの申込みをしている者につい

ては、なお従前の例による。 

別表第１（第７条関係） 

事業名 対象経費 補助率 補助限度額 

高度化事業 当該施設の設置に要する経費 100分の５ 250万円

商店街活性化事業 当該店舗の設置に要する経費 100分の５ 250万円

商店街共同施設設

置事業 

次に掲げる施設の設置に要する経費。た

だし、用地確保に要する経費は除く。 

(1)街路灯 (2)広告灯、アーチ、アーケ

ード、モニュメント及び防犯カメラ 

(3)インターロッキング等による舗装 

(4)無料駐車場 (5)その他市長が必要と

認めたもの 

(1) 

２分の１ 

300万円

(2)から(5)ま

で 

100分の35 
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空き店舗等活用事

業 

次に掲げる施設の整備に要する改装費

（内装工事、外装工事、給排水工事、サ

イン工事、電気工事に要する経費） 

(1)コミュニティ施設 

(2)新規出店 

(1) 

２分の１ 

300万円

(2) 

100分の20 

200万円

既存老朽化物件取

壊事業 

当該施設の解体工事に要する経費 100分の20 50万円

商店街振興計画策

定事業 

当該計画の策定に要する経費。ただし、

事業施行者に係る人件費、研修視察費及

び食糧費は除く。 

２分の１ 350万円

指

定

施

設

設

置

事

業 

公害防止施設 当該施設の設置に要する経費。ただし、

用地確保に要する経費は除く。 

100分の10 800万円

廃棄物処理施

設 

当該施設の設置に要する経費。ただし、

用地確保に要する経費は除く。 

100分の５ 20万円

従業員福利厚

生施設 

当該施設の設置に要する経費 100分の10 300万円

備考 

１ 補助金の額に1,000円未満の額があるときは、切り捨てるものとする。 

２ 対象経費は、補助金の交付を受けようとする年度に支出したものに限る。 

別表第２（第８条関係） 

事業

の種

類 

対象施設 対象経費 補助率、期間及び限度額 

工場

設置

事業 

特定地域内に

設置する工場

又は設置され

ている工場 

(1)土地 

(2)建物 

(3)償却資産 

(1)左欄に掲げ

る対象工場

の新設、増

設、市外業

者による空

き工場等を

活用した工

場設置又は

市内業者に

よる空き工

場等を活用

した工場設

置に要する

経費 

区分 補助率 期間 限度額 

土地 新設 

市外業者

による空

き工場等

を活用し

た工場設

置 

100分の

1.4 

３箇年 １箇年500万円 

増設 

市内業者

による空

き工場等

を活用し

た工場設

100分の

1.4 

２箇年 １箇年500万円 
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(2)前号の経費

は、当該固

定資産の毎

年度の課税

標準額をい

う。 

置 

建物 新設 

市外業者

による空

き工場等

を活用し

た工場設

置 

100分の

1.4 

３箇年 １箇年800万円 

増設 

市内業者

による空

き工場等

を活用し

た工場設

置 

100分の

1.4 

２箇年 １箇年500万円 

償却資

産 

新設 

市外業者

による空

き工場等

を活用し

た工場設

置 

100分の

1.4 

３箇年 １箇年300万円 

増設 

市内業者

による空

き工場等

を活用し

た工場設

置 

100分の

1.4 

２箇年 １箇年200万円 

観光

施設

設置

事業 

旅館業法（昭

和23年法律第

138号）第３条

に規定する旅

館業の許可を

受けた者で、

10年以上、市

内において観

光施設を経営

している者が

(1)左欄に掲げ

る観光施設

の新築又は

増改築に要

する経費 

(2)前号の経費

は、当該固

定資産の毎

年度の課税

標準額をい

土地 新築 

増改築 

100分の

1.4 

３箇年 １箇年500万円 

建物 新築 

増改築 

100分の

1.4 

３箇年 １箇年800万円 

償却資

産 

新築 

増改築 

100分の

1.4 

３箇年 １箇年300万円 
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設置する観光

施設 

(1)土地 

(2)建物 

(3)償却資産 

う。 

備考 

１ 補助金の額に100円未満の額があるときは、切り捨てるものとする。 

２ 固定資産の取得に対する補助金の額は、固定資産を取得した日以降初めて固定資

産の評価額が確定する年度を１年目として算定するものとする。 

別表第３（第９条関係） 

区分 事業名 添付書類 

商業関係 高度化事業 

商店街活性化事業 

商店街共同施設設置事業 

空き店舗等活用事業 

既存老巧化物件取壊事業 

商店街振興計画策定事業 

(1)事業計画書（様式第２号、第２号

の２又は第２号の３） 

(2)団体名簿（該当する場合） 

(3)見積書の写し 

(4)図面、配置図、工事前の写真及び

カタログ（又は仕様書及び図面）の

うち、該当するもの。 

(5)建物にあって必要とされる場合は

その建築確認通知書の写し。ただ

し、申請時に建築確認通知書がない

場合には、通知がされ次第速やかに

提出すること。 

(6)街路灯、アーチ等については道路

占用許可証の写し。この場合におい

て、申請時に道路占用許可がなされ

ていない場合には、許可がされ次第

速やかに提出すること。 

(7)土地又は建物を利用する場合で必

要な場合は、それぞれの所有者の承

諾書の写し 

(8)空き店舗等については、当該商業

会が３月以上使用されていない旨の

証明をした書類 

(9)その他市長が必要と認める書類 

工業・観光関係 工場設置事業 

観光施設設置事業 

(1)設置場所を示す案内図 

(2)設置施設の設計図又は仕様書 

(3)建物にあっては平面図・立面図 

(4)契約書の写し 
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(5)商業・法人登記事項証明書（土

地・建物に係るもの）の写し 

(6)支払いを示す領収書等の写し 

(7)固定資産税課税明細書又は固定資

産課税台帳及び償却資産にあっては

償却資産申告書又は償却資産課税台

帳（明細書を含む。）の写し 

(8)空き工場等については、当該工場

等が３月以上使用されていない旨の

証明をした書類 

(9)市税の納税証明 

(10)観光施設にあっては旅館業法の許

可証の写し 

(11)その他市長が必要と認める書類 

指定施設 指定施設設置事業 (1)事業計画書（様式第２号） 

(2)設置場所を示す案内図 

(3)設置施設の設計図又は仕様書 

(4)建物にあっては平面図・立面図 

(5)契約書の写し 

(6)支払いを示す領収書等の写し 

(7)市税の納税証明 

(8)その他市長が必要と認める書類 

備考 

１ 工業・観光関係の添付書類のうち、第１号から第６号まで、第８号及び第10号

は、１年目の申請に限る。 

２ 工業・観光関係の添付書類のうち、増設又は市内業者による空き工場等を活用し

た工場設置に該当する場合、第７号は取得前年度及び取得年度に係るものとす

る。 

別表第４（第12条関係） 

(1) 補助対象となった経費の支払領収書の写し 

(2) 契約書の写し 

(3) 事業着手前及び完了後の写真 

(4) その他市長が必要と認める書類 

別表第５（第17条関係） 

資

金

名 

貸付対象者 資金使途 貸付条件 

貸付限度 利率 貸付期

間 

連帯保証人 担保 

一

般

経営の安定又は

合理化のために

設備資金 設備資金と

運転資金と

5.1

％以

７年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

必要

によ
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資

金 

資金を必要とす

る者 

運転資金 の合算額で

2,500万円 

内 ５年以

内 

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

り要

する 

ISO・エコア

クション21 

取得資金 

800万円

小

口

資

金 

小規模企業者 設備資金 設備資金と

運転資金と

の合算額で

2,000万円 

4.7

％以

内 

７年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

要し

ない 

運転資金 ５年以

内 

開

業

資

金 

新規開業予定者

及び新規開業し

てから１年未満

の者で、事業実

施のための資金

を必要とするも

の 

設備資金 1,500万円5.1

％以

内 

10年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

必要

によ

り要

する 

運転資金 1,000万円 ５年以

内 

公

共

事

業

関

連

資

金 

国、県及び市が

実施する公共事

業の施行に伴い

移転、改築する

場合で、引き続

き事業を営む者 

設備資金 2,000万円5.1

％以

内 

10年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

必要

によ

り要

する 

運転資金 1,500万円 ５年以

内 

商

店

街

近

代

化

資

金 

中心市街地活性

化基本計画等に

協調して、店舗

等の新築又は増

改築若しくは改

装を行う者 

設備資金 2,000万円5.1

％以

内 

10年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

必要

によ

り要

する 

公

害

防

止

環境保全、公害

防止のための施

設又は設備を設

置する者 

設備資金 1,500万円4.5

％以

内 

10年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

必要

によ

り要

する 
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施

設

整

備

資

金 

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

経

営

安

定

資

金 

経済不況又は異

常気象等によ

り、事業活動に

支障を生じてい

る者 

設備資金 設備資金と

運転資金と

の合算額で

2,000万円 

4.0

％以

内 

10年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

必要

によ

り要

する 

運転資金 ７年以

内 

経

営

安

定

借

換

資

金 

保証協会の保証

付借入残高を借

り換える者 

運転資金 2,000万円4.0

％以

内 

10年以

内 

個人の場合又は法

人であって法人代

表者以外の場合

は、不要。ただ

し、市長が別に定

める場合は、この

限りでない 

必要

によ

り要

する 

別表第６（第24条関係） 

資金名 信用保証料補助額 

一般資金 信用保証料の10分の８以内の額とする。ただし、中小企業信

用保険法第２条第５項に規定する特定中小企業者又は開業資

金にあっては、10分の10以内の額とする。 

小口資金 

開業資金 

公共事業関連資金 

商店街近代化資金 

公害防止施設整備資金 

経営安定資金 

経営安定借換資金 

別表第７（第26条関係） 

資金名 資金使途 補助内容 

一般資金 ISO・エコアクション

21取得資金 

年利1.14％分 借入後３年間 

開業資金 設備資金、運転資金

（空き店舗等又は空

き工場等を活用して

小売業、サービス業

年利1.10％分 借入後３年間 
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又は製造業を開業す

る場合を除く。） 

設備資金、運転資金

（空き店舗等又は空

き工場等を活用して

小売業、サービス業

又は製造業を開業す

る場合に限る。） 

年利1.10％分 借入後４年間 

公共事業関連資金 設備資金、運転資金 年利1.14％分 借入後３年間 

商店街近代化資金 設備資金 年利1.14％分 

公害防止施設整備資金 設備資金 年利1.14％分 

経営安定資金 設備資金 年利0.80％分 借入後２年間 

運転資金 

別表第８（第26条関係） 

資金名 資金使途 補助内容 

経営健全化支援

資金 

災害対策 設備資金、運転資金 年利1.10％分 借入後３年間 

信州創生推進資

金 

事業承継向け 設備資金、運転資金 年利0.50％分 借入後３年間 

ゼロカーボン・

次世代産業向け 

設備資金、運転資金 年利0.55％分 借入後２年間 



19/40 

 



20/40 

 



21/40 

 



22/40 

 



23/40 

 



24/40 

 



25/40 

 



26/40 

 



27/40 

 



28/40 

 



29/40 

 



30/40 

 



31/40 

 



32/40 

 



33/40 

 



34/40 

 



35/40 

 



36/40 

 



37/40 

 



38/40 

 



39/40 

 



40/40 

 


